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新春市政報告会 テーマ
人は、家にも住むが、街にも棲む
持続可能で活力と潤いのある「まちづくり」をめざして

（１）川崎市と宮前区の現状
（２）鷺沼駅周辺再開発事業
（３）宮前区のミライづくりプロジェクト
「鷺沼駅周辺再編整備に伴う公共機能に関する基本方針」に
基づく取組

（４）「特別自治市（特別市）」の実現へ
（５）高齢者が安心して暮らせる、持続可能な宮前区を

➀医療と介護の連携の強化、認知症対策
②空き家対策とマンション管理対策



（１）川崎市と宮前区の現状





市域から徴収された国・県税収額に対する国・県支出金額の割合

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 28 29 30 1

国　税 896,330,571 867,748,358 904,044,385 870,454,334 830,964,815 △ 3.2 4.2 △ 3.7 △ 4.5

県　税 206,870,000 214,957,000 221,895,000 190,327,000 177,319,000 3.9 3.2 △ 14.2 △ 6.8

（千円） Ａ 合　計 1,103,200,571 1,082,705,358 1,125,939,385 1,060,781,334 1,008,283,815 △ 1.9 4.0 △ 5.8 △ 4.9

国 106,779,094 111,098,409 130,735,447 131,030,012 141,669,017 4.0 17.7 0.2 8.1

県 57,264,255 54,472,740 98,638,340 65,862,259 63,532,820 △ 4.9 81.1 △ 33.2 △ 3.5

（千円） Ｂ 合　計 164,043,349 165,571,149 229,373,787 196,892,271 205,201,837 0.9 38.5 △ 14.2 4.2

国　税 11.9% 12.8% 14.5% 15.1% 17.0% 　　－ 　　－ 　　－ 　　－

割 合 県　税 27.7% 25.3% 44.5% 34.6% 35.8% 　　－ 　　－ 　　－ 　　－

Ｂ/Ａ Ｃ 合　計 － － － － － 　　－ 　　－ 　　－ 　　－

国　税 605,145 580,032 598,750 571,824 541,199 △ 4.1 3.2 △ 4.5 △ 5.4

県　税 139,665 143,684 146,961 125,031 115,486 2.9 2.3 △ 14.9 △ 7.6

Ａ/Ｅ Ｄ 合　計 744,810 723,717 745,711 696,855 656,685 △ 2.8 3.0 △ 6.6 △ 5.8

H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1 H31.4.1 R2.4.1

Ｅ 1,481,183 1,496,035 1,509,887 1,522,241 1,535,415 1.0 0.9 0.8 0.9

(注) 市域から徴収された税額のうち、国税は川崎南・北・西税務署扱分、県税は「県税統計」における市町村別税収額（推計）としている。

     なお、国税のうち、消費税については、消費税及び地方消費税の合算額から、地方消費税相当分を除いた推計額となっている。

(注) 市への支出金及び交付金の額は、地方財政状況調査における「市町村決算カード」の歳入額の合計としている。

　　なお、国の欄は、地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税、国庫支出金の合計、県の欄は、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、分離課税所得割交付金、

　　県民税所得割臨時交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、特別地方消費税交付金、自動車取得税交付金、軽油引取税交付金、自動車税環境性能割交付金、

　　県支出金の合計としている。
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（２）鷺沼駅周辺再開発事業

なぜ、いま、鷺沼駅前再開発事業が必要なのか

〇１９６６年４月 田園都市線 溝の口～長津田間が開通
〇１９６２年～１９６７年度 事業期間
有馬第一土地区画整理事業（鷺沼１～４、土橋３、小台１）

〇１９６２年～１９７６年度 事業期間
土橋土地区画整理事業

（土橋１～７、宮崎６、宮前平１～２、鷺沼４）
〇１９６７年～１９７８年度 事業期間
有馬第二土地区画整理事業

（有馬1～９、鷺沼１、東有馬１、４）

〇１９７２年 川崎市が政令指定都市に
〇１９８２年 宮前区誕生



事業に至る経過

2009年 有馬・東有馬地区 コミュニティーバス運行実験
2011年 ３月 鷺沼駅北口改札 供用開始
2012年 桜並木の更新整備計画、歩道のバリアフリー化
2012年 ２月 第２回 有馬・東有馬地区 コミュニティー

バス運行実験
2012年 ４月 横浜市と東急電鉄 「次世代郊外まちづくり

に関する包括協定」
８月 川崎市と東急電鉄「まちづくり研究会」

2013年 川崎市総合都市交通計画（駅前広場の整備）
2014年 ３月 喫煙スペースを現在の場所に移動

３月 フレル前横断歩道に信号設置
４月 宮崎台駅 駅前商業複合施設整備

（２階は駐輪場に）



2015年 ３月 「土地利用ゾーニング案」（方向性の確認）
6月 川崎市と東急電鉄

「東急沿線まちづくりに関する包括連携協定」
10月 宮前平駅 下りホームにホームドア設置

（田園都市線で初 ～２０２０年）
2016年 川崎市総合計画で「鷺沼駅周辺まちづくり推進事業」

「地域生活拠点の整備」「交通結節機能の強化」を打ち出す。
2017年 ８月 鷺沼駅前地区再開発準備組合 設立
2019年 ３月 鷺沼駅周辺再編整備に伴う公共機能に関する基本方針

策定
４月 宮前平駅 改札階とホーム階をつなぐエスカレーター

設置
2020年 ８月 新型コロナ危機を契機としたまちづくりの方向性 公表
2022年１１月 再開発準備組合 検証結果報告
2022年１２月 川崎市、事業概要説明会実施 事業再スタート
2023年 １月 準備組合 環境アセスメントの説明会



この事業がめざすもの
・宅地分譲から４０年以上が経過し、まちは確実に高齢化、老朽化に向
かっている。

・本格的な超高齢社会と人口減少社会にあって、東京近郊においても
「自立する郊外」と「衰退する郊外」への分化は避けられない。
持続可能で自立のできる「宮前区」のためには、高齢者だけしか住ん
でいない街ではなくて、いつまでも一定のバランスで幅広い世代の方
が住み続けていること。

・「住まう」だけの街ではなくて、多様な機能がコンパクトに備わって
いること。
つまり、「多世代」と、それぞれに必要な「多機能」がキーワード

さらに、
・民間企業からそっぽを向かれて放置されている街ではなく、民間企業
が投資して採算がとれる街であること。そして、地域の経済が回って
いること。つまり、「再投資」と「生産」がキーワード



・公共機能の再編成を官（川崎市）が用意し、将来の街を支えていくさ
まざまな機能を民間（再開発準備組合）が用意する再開発事業が動き
出した。これが官と民の連携による「地域生活拠点整備」である。

・川崎市と地元住民の力で自らの街を変えていく努力が必要である。

宮前区の解決すべき長年の課題は、大きく二つ。
・山坂の多い地域での市民の移動の手段が貧しいこと。コミュニティバ
スの導入なども、市民の要望が大きいものの一向に進んでいない。

・地域（宮前地域と向ヶ丘地域）の一体性が充分でないことである。

鷺沼駅周辺を「地域生活拠点」として整備することで、大きく改善が
期待できる。

































（３）宮前区のミライづくりプロジェクト











横浜市営地下鉄３号線（ブルーライン）延伸・概要

〇２０１６年４月 国土交通大臣の諮問機関である交通政策審議会の
答申。

〇２０１９年１月 横浜市が事業化を決定。
〇２０２０年１月 概略ルート・駅位置を決定。

〇あざみ野駅～新百合ヶ丘駅間、6.5キロメートル
〇新駅４駅
〇ヨネッティー王禅寺付近にできる駅は、駅前広場を整備して、交通
結節機能の強化をすることが、すでに明らかに。

〇現在、2030年の開業を目標に、鉄道事業許可申請にむけての国と
の協議中。



鷺沼駅

ヨネッティー王禅寺
付近



（４）「特別自治市（特別市）」の実現へ

なぜ特別自治市（特別市）をめざすのか

〇県との二重行政をなくす。

〇事務（権限）に見合った財源の確保。
（納税に見合ったリーターンを）

〇行政サービスの向上、素早い対応が可能に。























（５）高齢者が安心して暮らせる、持続可能な宮前区を

➀医療と介護の連携
在宅療養推進協議会の発足（２０１３年～）

②認知症対策
神戸モデルを提唱

③空き家対策
具体的な対応に向けて、ガイドライン策定中

④マンション管理問題
マンション管理の認定制度の導入
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